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政 策 体 系 

基本政策 

 政策 

  施策 

Ⅰ 基本法制の維持及び整備 

 

１ 基本法制の維持及び整備（事後監視型社会への転換，社会経済構造の変革に即応した基本法制の維持及

び整備を行う。） 

 

 

(1) 社会経済情勢に即応した基本法制の整備（情報化・国際化等の取引社会の変化に対応した民事基本

法制を整備することにより，国民が豊かな創造性とエネルギーを発揮する社会の実現と，我が国の経

済の活力の維持・向上に資するとともに，社会経済情勢に対応した犯罪事象に的確に対応するよう刑

事基本法制を整備することにより，事後監視・救済型社会の基盤を形成し，社会の安定に資するもの

とする。） 

２ 司法制度改革の推進（社会の複雑・多様化，国際化等がより一層進展する中で，明確なルールと自己責

任原則に貫かれた事後監視・救済型社会への転換を図り，自由かつ公正な社会を実現していくために，そ

の基礎となる司法の基本的制度を抜本的に見直し，司法の機能を充実強化する。） 

(1) 総合法律支援の充実強化（裁判その他の法による紛争の解決のための制度の利用をより容易にする

とともに，弁護士及び弁護士法人並びに司法書士その他の隣接法律専門職者のサービスをより身近

に受けられるようにするための総合的な支援の実施及び体制整備の充実強化を図る。） 

(2) 裁判員制度の啓発推進（国民に対し，裁判員として刑事裁判に参加することの意義及び裁判員の選

任手続，事件の審理・評議における裁判員の職務等の制度の具体的内容を周知し，裁判員制度につ

いての疑問に答えることで不安等を解消すると同時に制度への理解を得て，裁判員裁判への主体的

参加を促す。） 

(3) 法曹養成制度の充実（高度の専門的な法律知識，幅広い教養，豊かな人間性及び職業倫理を備えた

多数の法曹の養成及び確保その他の司法制度を支える体制を充実強化する。） 

(4) 裁判外紛争解決手続の拡充・活性化（国民がそのニーズに応じて多様な紛争解決手段を選択するこ

とができるようにするため，裁判外の紛争解決手段について，その拡充・活性化を図る。） 

(5) 法教育の推進（法や司法を身近なものとし，自由かつ公正な社会の担い手である国民が法やルール

にのっとった紛争の適正な解決を図る力を身につけるとともに，裁判員制度を始めとする司法の国

民的基盤確立の条件を整備するため，法教育の推進を図る。） 

３ 法務に関する調査研究（内外の社会経済事象を的確に把握し，時代の要請に適応した基本法制等に資す

るよう，法務に関する総合的・実証的な調査研究を行う。） 

 

 (1) 法務に関する調査研究（内外の社会経済事象を的確に把握し，時代の要請に適応した基本法制等に

資するよう，法務に関する総合的・実証的な調査研究を行う。） 

Ⅱ 法秩序の確立による安全・安心な社会の維持（犯罪被害者等のための施策及び再犯防止対策を含む。） 

４ 検察権の適正迅速な行使（国家刑罰権の適正かつ迅速な実現により，社会の平和を保持し，個人及び公
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共の福祉を図る。）  

 

(1) 適正迅速な検察権の行使（刑事事件について捜査及び起訴・不起訴の処分を行い，裁判所に法の正

当な適用を請求し，裁判の執行を指揮監督するなどの権限を適正迅速に行使する。） 

(2) 検察権行使を支える事務の適正な運営（検察活動が社会情勢の推移に即応して有効適切に行われる

ように検察運営の全般にわたって改善を加え，検察機能のより一層の強化を図る。） 

５ 矯正処遇の適正な実施（被収容者に対し適正な矯正処遇を実施することにより，その改善更生及び円滑

な社会復帰を図る。） 

 

(1) 矯正施設の適正な保安警備及び処遇体制の整備（研修，訓練等を通じて職員の職務執行力の向上を

図るとともに，各種警備用機器の整備・開発の推進及びその効果的な活用等を図る。） 

(2) 矯正施設における収容環境の維持及び適正な処遇の実施（被収容者の生活条件を含めた収容環境を

維持することにより，国民が安全に安心して暮らせる社会を構築するとともに，被収容者の個々の状

況に応じた適切な処遇を実施することにより，その改善更生及び円滑な社会復帰を図る。） 

(3) 矯正施設の適正な運営に必要な民間開放の推進（過剰収容に伴い増加する業務量に適切に対応し，

かつ，矯正処遇の充実を図るために民間委託等を推進することとし，増員幅を抑制しつつ必要な要員

を確保する。） 

６ 更生保護活動の適切な実施（犯罪や非行等をした者の社会内における改善更生を図るとともに，犯罪の

予防を目的とした国民の活動を促進する。） 

 (1) 保護観察対象者等の改善更生（更生保護活動を通じて，保護観察対象者等の改善更生を図る。） 

(2) 犯罪予防活動の助長（犯罪の予防を目的とした国民の活動を促進する。） 

(3) 医療観察対象者の社会復帰（心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者に対して，その病状の

改善及びこれに伴う同様の行為の再発の防止を図り，円滑に社会復帰をすることができるようにす

る。） 

７ 破壊的団体等の調査等を通じた公共の安全の確保に寄与するための業務の実施（破壊的団体の規制に関

する調査及び処分の請求並びに無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する調査，処分の請求及び規

制措置を行うことを通じて，公共の安全の確保を図る。） 

 (1) 破壊的団体等の調査等を通じた公共の安全の確保に寄与するための業務の実施（破壊的団体の規制

に関する調査及び処分の請求並びに無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する調査，処分の請

求及び規制措置を行うことを通じて，公共の安全の確保を図る。） 

８ 団体の規制処分の適正な審査・決定（公共の安全の確保に寄与するために行う破壊的団体及び無差別大

量殺人行為を行った団体の規制に関し適正な審査及び決定を行う。） 

 

 (1) 団体の規制処分の適正な審査・決定（破壊的団体及び無差別大量殺人行為を行った団体に対する規

制処分に際し，適正な審査及び決定を行う。） 

Ⅲ 国民の権利擁護 

 

９ 国民の財産や身分関係の保護（経済活動や社会活動に不可欠である財産上及び身分上の権利を適切に保

全するための法制度を整備するとともに，円滑な運営を行う。） 

 

 

(1) 登記事務の適正円滑な処理（登記に関する法制度を整備し，これを適正・円滑に運営することによ

り取引の安全と円滑に寄与する。） 
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(2) 国籍・戸籍・供託事務の適正円滑な処理（国籍・戸籍・供託に関する法制度を整備し，これを適正・

円滑に運営することにより我が国における身分関係の安定及び国民の権利の保全を図る。） 

(3) 債権管理回収業の審査監督（債権回収会社について必要な規制を行うことにより，債権管理回収行

為等の適正を図る。） 

 10 人権の擁護（国民の人権の擁護を積極的に行う。） 

 

 

(1) 人権の擁護（人権の擁護に関する施策を総合的に推進し，もって人権が尊重される社会の実現に寄

与する。） 

Ⅳ 国の利害に関係のある争訟の統一的かつ適正な処理 

 11 国の利害に関係のある争訟の統一的かつ適正な処理（国民個人の権利・利益と国の正当な利益との間に

おける争訟に対して，統一的に対処し適正な調和を図る。） 

  

(1) 国の利害に関係のある争訟の統一的かつ適正な処理（国の利害に関係のある本案訴訟を適正・迅速

に追行することにより，国民の期待にこたえる司法制度の実現に寄与する。） 

Ⅴ 出入国の公正な管理 

 

12 出入国の公正な管理（我が国社会にとって好ましくない外国人の排除を図るとともに，出入国管理行政

を通じて国際協調と国際交流の増進を図る。） 

  

(1) 好ましくない外国人の排除（平成20年までの５年間で不法滞在者を半減させ，我が国社会の安全

と秩序の維持を目指す。） 

(2) 外国人の円滑な受入れ（我が国の国際協調と国際交流を増進し，我が国社会の健全な発展を目指

す。） 

Ⅵ 法務行政における国際化対応・国際協力 

 

13 法務行政における国際化対応・国際協力（外国関係機関との連携等を通じて，法務行政の国際化や諸 

外国への協力に適切に対応する。） 

  (1) 法務行政の国際化への対応（国際化する法務行政の円滑な運営を図る。） 

(2) 法務行政における国際協力の推進（法務省が所掌事務に関連して有する知見等を他国に提供するこ

とにより，国際協力に貢献する。） 

Ⅶ 法務行政全般の円滑かつ効率的な運営 

 

14 法務行政全般の円滑かつ効率的な運営（説明責任の履行，透明性の確保，人的物的体制の整備確立等を

通じて，法務行政を円滑かつ効率的に運営する。） 

  (1) 法務行政に対する理解の促進（法務行政を国民に開かれた存在にし，その理解の促進を図る。） 

 

 

(2) 施設の整備（司法制度改革等の新たな行政需要や，治安の悪化による事件数の急増などを起因とす

る狭あい化や，長期間の使用による老朽化した施設の整備を行う。） 

 

 

(3) 法務行政の情報化（国民の利便性，行政サービスの向上を図るため，法務行政手続の情報化を推進

するとともに，法務省で運用する情報システムについて，政府全体で取り組んでいる業務・システム

の最適化を図り，業務及び情報システムの効率化を推進する。） 

 

 

(4) 職員の多様性及び能力の確保（社会経済情勢の変動に適切に対応するため，職員の多様性を確保し，

能力の開発・向上を図る。） 
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平成１８年度政策評価書要旨 

評価実施時期：平成２２年度（平成１８年度は中間報告） 担当部局名：大臣官房秘書課，民事局，刑事局 

政策体系上の位置付け 施 策 名 社会経済情勢に即応した基本法制の整備 

Ⅰ－１－(1) 

施 策 の 概 要 社会経済情勢に即応した民事・刑事基本法制を整備し，透明なルールと自己責任の原則に貫

かれた事後監視・救済型社会の実現に不可欠の基盤形成を図るとともに，国民に分かりやす
い司法を実現するために，法令を理解しやすいものとする。 

施策に関する 

評 価 結 果 の 

概 要 と 達 成 

すべき目標等 

本評価については基本法制の整備を終えた後である平成２２年度に実施することとしてい

ることから，本年度は，平成１８年度における立法作業の取組状況を中心に，中間報告を行
うものである。 

（１）平成１８年度末日時点において成立・公布した法律 
 【民事関係】 

① 金融商品としての信託のみならず，多様な目的の下で信託を利用するニーズが高ま
っていたことから，信託法全体を見直し，受託者の義務の内容等を合理化するととも

に，受益者の権利行使の実効性を高めるための規律を整備し，加えて，新たな類型の
信託を創設することなどを内容とする信託法制の全面的な見直しを行うことを目的

とした「信託法」及び「信託法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」 
② 国際的な取引等の増加及び多様化をはじめとする社会経済情勢の変化並びに近時

における諸外国の国際私法に関する法整備の動向にかんがみ，法律行為，不法行為，
債権譲渡等に関する準拠法の指定等をより適切なものに改めるとともに，国民に理解

しやすい法律とするためその表記を現代用語化することを目的とした「法の適用に関
する通則法」 

 【刑事関係】 
   平成１８年度に成立・公布された法案はなし。 

（２）既に国会に提出した法案のうち、平成１８年度末日時点において成立・公布に至って
いないもの 

 【民事関係】 
  ・電子記録債権法案  

 【刑事関係】 
  ・犯罪の国際化及び組織化並びに情報処理の高度化に対処するための刑法等の一部を改

正する法律案 
 

 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 関係する施政 

方 針 演 説 等 

内閣の重要政策 

（主なもの） 

平成18年度の経済見通
しと経済財政運営の基

本的態度（閣議決定） 

平成18年1月20日 グローバル化等の企業経営をとりまく環境
の変化に対応するため，企業結合法制の整

備，信託法制・保険法制の見直し，電子債
権に係る新たな枠組みの構築及び企業活動

における遵法性を担保するための措置等の
民事・刑事基本法制の整備に取り組む。 
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平成１８年度政策評価書要旨 
評価実施時期：平成１９年５月 担当部局名：刑事局 

政策体系上の位置付け 施 策 名 検察権行使を支える事務の適正な運営 
（検察広報の積極的推進） Ⅱ－４－(2) 

施 策 の 概 要 検察の役割や刑事司法に関することについて，各検察庁において，幅広い層の国民に対し
て広報活動を実施することにより，刑事司法全体についての正確な理解と信頼を得ることを
目的とする。 

施策に関する 
評 価 結 果 の 
概 要 と 達 成 
すべき目標等 

【評価結果の概要】 
 検察庁において，移動教室，出前教室，刑事裁判傍聴等を中心に様々な検察広報活動が，
小学生から一般に至る幅広い層に１万２，９９９回実施され，また参加人数は８４万２，９
６５人であることから，前年に比較して，実施回数は約４．１倍，参加人数は約４．３倍に
増加しており，達成目標である広報活動の実施回数対前年度増が達成されたことが認められ
る。 
 広報活動の実施状況についても，全国の検察庁において，多岐にわたる内容及び手段を用
いて，幅広い層の多数の国民に情報を提供する努力をしており，検察庁ホームページの継続
的運用や検察広報官の増設などと相まって，より効率的で効果的な検察広報活動が行われた。 
 以上のことから，幅広い層の国民に対し，検察の役割や刑事司法に関する広報活動は実施
され，「検察に対する国民の理解を深め，国民の信頼を高めること」に向けて，着実に推進
していると考えられ，本施策について有効性が認められる。 
 また，ホームページの継続的運用や検察広報官の増設などにより，効率的な検察広報が行
われている上，全国統一的なパンフレットの作成や広報対象に合わせた効果的な資料を作成
することにより，検察活動に対する国民の理解が等しく得られ，その経費についても上記目
標を達成するための必要最小限のものであり，効率性が認められる。 
【達成すべき目標，測定指標，目標期間，測定結果等】 
達成すべき目標 
全国の各検察庁において，幅広い層の国民に対し，検察の役割や刑事司法に関する広報活
動を実施する。 
測定指標及び目標値 
１．実施状況（対象年齢層，対象年齢層別回数，内容） 
２．広報活動の実施回数（目標値：対前年度増【平成１７年度３，００９回】） 
測定結果（測定期間：平成１８年度） 

年齢層別 実施回数 参加人数（概数） 

 小学生（全学年）         ３０回         １，１７２人 

 中学生（全学年）        ２８２回          ８，８３８人 

 高校生（全学年）        ２４５回        ２７，４９２人 

 専門学校生（全学年）       ４７２回      １４７，４５７人 

 大学生 

（大学院生を含めて 全学年） 

        ２７３回      １６，２６１人 

 一般    １１，６９７回     ６４１，７４５人 

 

  

  

 合計   １２，９９９回     ８４２，９６５人  

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 関係する施政 
方 針 演 説 等 
内閣の重要政策 
（主なもの） 

犯罪に強い社会の実現
のための行動計画 

平成15年12月 検察広報官等による移動教室等を通じて犯罪
情勢や刑事司法システムについての国民の理
解を一層深める。（第1-1-④） 
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平成１８年度政策評価書要旨 

評価実施時期：平成１９年５月 担当部局名：矯正局 

政策体系上の位置付け 施 策 名 矯正施設における収容環境の維持及び適正な処遇の実施 
（矯正施設における収容の確保） Ⅱ－５－(2) 

施 策 の 概 要 刑務所等の刑事施設では，近年急激な収容人員の増加が続き，適正な施設運営が困難な状

況となっているが，この状況を解消することは，我が国の治安対策の重要課題の一つと位置
付けられていることから，過剰収容下にある刑事施設において収容能力拡充のための収容棟

の増築工事等を実施し，刑事施設における被収容者の拘禁の確保と円滑な施設運営を図るこ
とにより，国民が安全に安心して暮らせる社会を構築するものである。 

施策に関する 

評 価 結 果 の 

概 要 と 達 成 

すべき目標等 

【評価結果の概要】 
  平成１７年度末の刑事施設における収容人員は，７９，７０５人（受刑者６９，８４１

人）であったところ，平成１８年度末は８０，８０５人（受刑者７２，１６８人）と，１，
１００人（受刑者２，８３７人）増加し，過剰収容対策として収容能力拡充のための収容

棟等増築工事等を実施した結果，収容定員を７７，９５３人（受刑者６０，７１２人）か
ら８０，７９０人（受刑者６３，４８９人）と，２，８３７人（受刑者２，７７７人）増

加させることができた。この結果，収容率は１０２．２％（受刑者１１５．０％）から１
００．０％（受刑者１１３．７％）と２．２ポイント（受刑者１．３ポイント）減少して

いる。 
  なお，平成１８年度中に工事が完成する予定であった増築等工事のうち，諸般の事情に

より完成時期が平成１９年度にずれ込んだ工事があったものの，これらは平成１９年度中
には完成する見込みである。 

  これらが完成すれば収容定員は１，３０６人（受刑者１，０１０人）増加し，平成１８
年度末の収容人員が変わらないと仮定すると，収容率９８．４％（受刑者１１１．９％）

となり，平成１７年度末の収容率と比較すると３．８ポイント（受刑者３．１ポイント）
減少することとなる。 

【達成すべき目標，測定指標，目標期間，測定結果等】 

１ 平成１７年度末における収容状況 
収容人員 70,705人（受刑者69,841人） 収容定員 77,953人（受刑者60,712人） 
収容率 102.2％（受刑者 115.0％） 

２ 平成１８年度末における収容状況 
    収容人員 80,805人（受刑者72,168人） 収容定員 80,790人（受刑者63,489人） 

収容率 100.0％（受刑者 113.7％） 

３ 平成１７年度末と平成１８年度末と比較 
収容人員 +1,100人（受刑者+2,327人） 収容定員 +2,837人（受刑者+2,777人） 

収容率 △2.2ポイント（受刑者 △1.3％） 

４ 平成１９年度にずれ込んだ増築等工事完成後 
   収容人員 80,805人（受刑者72,168人） 収容定員 82,096人（受刑者64,499人） 

収容率 98.4％（受刑者 111.9％） 

５ 平成１７年度末との比較 
    収容人員 +1,100人（受刑者+2,327人） 収容定員 +4,143人（受刑者+3,787人） 

収容率 △3.8ポイント（受刑者 △3.1％） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 関係する施政 

方 針 演 説 等 

内閣の重要政策 

（主なもの） 

犯罪に強い社会の実現

のための行動計画 

平成15年12月 第５－⑨ 刑務所等矯正施設の過剰収容の解

消 

11





平成１８年度政策評価書要旨 

評価実施時期：平成１９年５月 担当部局名：矯正局 

政策体系上の位置付け 施 策 名 矯正施設における収容環境の維持及び適正な処遇の実施 
（刑事施設における刑務作業の実施） Ⅱ－５－(2) 

施 策 の 概 要 受刑者の円滑な社会復帰を促進するため，受刑者に職業に関する免許若しくは資格を取得

させ，又は職業に必要な知識及び技能を習得させる職業訓練を実施し，出所後の生活に役立
たせる。 

施策に関する 

評 価 結 果 の 

概 要 と 達 成 

すべき目標等 

【評価結果の概要】 

１ 本施策については，全体の受刑者数の増加により職業訓練受講率に若干の低下はあった
ものの，職業訓練の受講者数・修了者数そのものについては増加し，また，免許・資格取

得率の増加も見られ，総じて有効であったことから，今後も更に拡充を検討する必要があ
る。 

２ 入所受刑者全体の６６．８パーセントが犯時無職者であることを踏まえると，これらの
者に職業訓練を実施し，出所後の就職に役立てる本政策には，高い効率性が認められると

いえる。さらに，職業訓練の種目の企画立案に当たり，労働需要に関する情報を収集・分
析し，現下の過剰収容下においても実施可能で就職に有利となるよう工夫をするなど，本

施策の実施手法についても高い効率性が認められるところである。 
３ 本施策の実施によって，より多くの受刑者に職業訓練の機会を与え，さらに免許，資格

等を取得させることによって円滑な社会復帰が促進され，その結果，再犯者が減少するこ
とは，国の法秩序と治安の維持に大きく寄与するものであり，また，再犯受刑者を減少さ

せることは，刑務所等の過剰収容対策の一助にもなるなど，本施策の必要性は高いものと
いえる。 

４ 今後は，累犯受刑者や女子受刑者等を収容する施設においても，職業訓練受講者数の向
上を図り，また，引き続き労働需要に関する情報を収集・分析し，現下の過剰収容下にお

いても実施可能で就職に有利となる訓練種目の企画立案を行うなどして，本施策を推進し
ていく必要がある。 

【達成すべき目標，測定指標，測定結果等】 

１ 達成すべき目標 

  受刑者の円滑な社会復帰を促進するため，職業訓練を実施し，出所後の生活に役立つ免
許・資格を取得できるようにする。 

２ 測定指標及び測定結果 
 ア 受講者数対前年度増（平成１７年度２，４６９名）の目標値に対し，平成１８年度職

業訓練受講者数は２,４７２名と，前年度を３名上回った。 
 イ 職業訓練受講率対前年度増（平成１７年度３．５％）の目標値に対し，平成１８年度

における職業訓練受講率は３．４パーセントと，前年度を０．１ポイント下回った。 
ウ 職業訓練の修了者数対前年度増（平成１７年度２，１４１名）の目標値に対し，平成

１８年度の職業訓練修了者数は２,１８１名と，前年度を４０名上回った。 
 エ 免許又は資格の取得者数対前年度増（平成１７年度２，５３０名）の目標値に対し，

免許，資格等を取得するため受験した受刑者のうち，前年度を３８３名上回る２,９１３
名が免許，資格等を取得した。 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 関係する施政 

方 針 演 説 等 

内閣の重要政策 

（主なもの） 

犯罪に強い社会の実現

のための行動計画 

平成15年12月 第５－⑨ 矯正処遇の強化 
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平成１８年度政策評価書要旨 

評価実施時期：平成１９年５月 担当部局名：矯正局 

政策体系上の位置付け 施 策 名 矯正施設の適正な運営に必要な民間開放の推進 
（矯正業務の民間委託） Ⅱ－５－(3) 

施 策 の 概 要 政府の行政改革の重要方針である「総人件費改革の実行計画」を受けて，平成１８年６月

３０日に閣議決定された「国の行政機関の定員の純減について」の「重点事項の取組」とし
て，①非権力的業務について民間委託数を７１９ポスト拡大する（平成１８年度から平成２

２年度の間），②ＰＦＩ方式等あらゆる手法を用いて民間委託の拡大を図る，③民間委託を行
う業務の範囲及びポスト数の拡大を検討することが決定されていることを受け，刑事施設に

おける民間委託を進めることにより，職員の勤務負担の軽減を図り，被収容者処遇の質を向
上させる。 

施策に関する 

評 価 結 果 の 

概 要 と 達 成 

すべき目標等 

 

【評価結果の概要】 
刑事施設における民間委託率は，平成１６年度に１．２２％，また，平成１７年度には

３．５０％であったところ，平成１８年度においては４．７４％とさらに増加し，こうし
た民間委託の推進により，総務部及び処遇部における業務分担を見直し，職員を被収容者

の処遇に直接携わる配置箇所に再配置することができた。この結果，処遇部門においては，
警備，処遇及び教育等の実施に必要な配置職員が確保されたことで，被収容者の円滑な社

会復帰に向けた各種指導の充実が図られたほか，職員の勤務負担はある程度抑制されてき
ており，本政策には有効性が認められるところである。 

  しかしながら，今後も現下の社会情勢や犯罪発生状況，刑の厳罰化・長期化等の傾向か
ら，刑事施設の過剰収容は継続することが見込まれるところ，昨今の国家公務員の厳しい

定員事情を勘案すると，「職員の勤務負担の軽減を図り，被収容者の改善更生に資する」
ために必要な要員を確保するためには，民間委託の推進が効率性の高い手法であると認め

られることから，今後も更なる民間委託の拡大を図る必要がある。 
 

【達成すべき目標，測定指標，目標期間，測定結果等】 
基本目標である「刑事施設における職員の勤務負担の軽減を図り，被収容者処遇の質を

向上させる」を達成するに当たっては，刑務官等の職員について，被収容者の処遇に直接
携わる配置箇所に再配置をすることが必要であり，そのためには，職員以外による実施が

可能な業務（庁舎周辺警備や受刑者の処遇に関わる補助事務）を精選し，その民間委託を
推進していくことが必要であることから，民間委託率を本評価の指標とした。 

 

測定時期：平成１９年３月３１日 

測定方法等：平成１８年度予算に基づき，刑事施設で実施した民間委託数を，同年度の
刑事施設の職員数で除した上で，達成目標を測定した。 

        ※ 民間委託ポスト数（平成１８年度）÷職員数（平成１８年度） 
         （参考） 平成16年度：1.22％ 

              平成17年度：3.50％ 

 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 関係する施政 

方 針 演 説 等 

内閣の重要政策 

（主なもの） 

国の行政機関の定員の純
減について（閣議決定） 

平成18年６月30日 民間委託数の拡大等 
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平成１８年度政策評価書要旨 

評価実施時期：平成１９年５月 担当部局名：公安調査庁 

政策体系上の位置付け 施 策 名 破壊的団体等の調査等を通じた公共の安全の確保に寄与するた

めの業務の実施 Ⅱ－７－(1) 

施 策 の 概 要  破壊活動防止法及び無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律に基づき，破壊

的団体の規制に関する調査及び処分の請求並びに無差別大量殺人行為を行った団体の規制に

関する調査，処分の請求及び規制措置を行うことを通じて，公共の安全の確保を図る。 

施策に関する 

評 価 結 果 の 

概 要 と 達 成 

すべき目標等 

【評価結果の概要】 

１ 評価結果の概要 

(1) 達成すべき目標１「国民の不安感払拭のため，オウム真理教に対する観察処分を厳正に

実施する」については，おおむね達成できたと評価できる。 

(2) 達成すべき目標２「破壊的団体等の調査の過程で得られる情報を，必要に応じて政府や

関係機関に適時・適切に提供する」については，おおむね達成できたと評価できる。 

２ 評価結果の予算要求等政策への反映の方向性 

(1) 現在，オウム真理教（以下「教団」という。）については，一部が“新団体”を設立し

た旨発表する一方，教団内の主導権争いをめぐる対立も深まっており，更に教団の活動状

況及び危険性の全容を明らかにする必要がある。そこで，上記の評価結果を踏まえ，予算

要求を通じて，教団に対する調査体制の強化を図り，観察処分を更に厳正に実施していく

必要がある。 

(2) 国際テロや北朝鮮問題等をめぐる情勢は従前にも増して緊迫と混迷の度合いを深めてお

り，現下，我が国の公共の安全を確保する上で早急に把握・解明すべき重要課題が多数存

在している。そこで，上記の評価結果を踏まえ，今後更に政府の政策遂行に寄与していく

ため，予算要求を通じて，情報収集及び分析・評価能力を質・量ともに一段と向上させる

とともに，調査体制を充実強化していく必要がある。 

【達成すべき目標，測定指標，目標期間，測定結果等】 

活動状況及び危険性の解明 平成１８年度
（立入検査の実施回数）
地方公共団体からの情報提供 平成１８年度
要請に対する回答率

提供情報の正確性，適時性， 平成１８年度
迅速性

達成すべき目標２
破壊的団体等の調査の過程で得られる情報を，必要に応じて政府や関係機関に適時・適切に提供する。

測定指標 目標期間

 オウム真理教の活動状況及び危険性についてはおおむね解明することができ，また，地域住民等の
不安払拭のための情報提供も適切に行われたと考えられる。

 政府・関係機関に対し，破壊的団体等の調査の過程で得られた我が国の公共の安全に関する情報を
適時に提供することができたと考えられる。

達成すべき目標１
国民の不安感払拭のため，オウム真理教に対する観察処分を厳正に実施する。
測定指標１ 目標期間

測定結果

測定指標２ 目標期間

測定結果

 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 関係する施政 

方 針 演 説 等 

内閣の重要政策 

（主なもの） 

第 164 回国会内閣総理

大臣施政方針演説 

平成18年1月20

日 

 テロの未然防止を図るため，情報の収集・

分析，重要施設や公共交通機関の警戒警備等

の対策を徹底いたします。 
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平成１８年度政策評価書要旨 
評価実施時期：平成１９年５月 担当部局名：人権擁護局 

政策体系上の位置付け 施 策 名 人権の擁護 
（人権相談の充実） Ⅲ－10－(1) 

施 策 の 概 要 適切な助言等を通じ，人権侵害の発生や拡大を防止し，当事者による紛争解決を促すなど
相談者の抱えている問題状況の改善を図るほか，人権侵犯事件として救済手続を開始する端
緒としても重要な人権相談体制の整備を充実させる。 

施策に関する 
評 価 結 果 の 
概 要 と 達 成 
すべき目標等 

【評価結果の概要】 
「子どもの人権１１０番」及び「女性の人権ホットライン」については，積極的な周知，
フリーダイヤル化・ナビダイヤル化による全国統一の電話番号の導入及び全国一斉相談強化
週間の実施など，効率性の観点からも限られた行政資源で最大限の効果を上げるべく努めて
いるところ，平成１８年中の相談件数は増加しており，気軽に相談できる環境を整備するこ
とができたものと評価することができる。 
 しかし，「外国人のための人権相談所」における相談件数は減少しており，相談体制を整
備したにもかかわらず，目標値を達成することができていない。 
 達成目標の達成度を３つの指標により測定し，そのうち１つの指標で目標値を達成しなか
ったものの全体としては概ね有効であったと認められるが，今後とも外国人が気軽に相談で
きる体制の整備に向けその周知方法等を検討していきたいと考えている。 
 人権侵犯事件の対応件数は減少しているものの，いじめに関するもの，障害のある人に対
するもの及び社会福祉施設におけるものの対応件数は増加していることから，人権相談体制
の充実強化が社会にとって必要であることは明白であり，今後も，人権相談体制の周知等に
努め，相談を通じて相談者が抱えている人権侵害問題の解決を図るため，引き続き本施策の
推進を図ることが必要である。 
【達成すべき目標，測定指標，目標期間，測定結果等】 
※「女性の人権ホットライン」における相談件数 
 暴行・虐待 強制・強要

(セクハラ・

ストーカー

を除く) 

セクハラ ストーカ
ー 

その他 合計 

平成18年 2,241 2,404 707 257 19,676 25,285 
平成17年 2,285 2,758 705 286 18,287 24,321 
差 ▲44 ▲354 2 ▲29 1,389 964 
※「子どもの人権１１０番」における相談件数 
 暴行・虐待 いじめ 体罰 その他 合計 
平成18年 359 2,582 1,905 8,039 12,885 

平成17年 344 1,175 1,175 6,433 9,127 

差 15 1,407 730 1,606 3,758 

※ 外国人のための人権相談所における相談件数 
 件数 
平成18年 309 
平成17年 437 
差 ▲128  

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 関係する施政方
針 演 説 等 
内閣の重要政策 
（主なもの） 

子ども安全・安心加速化 
プラン 

平成１８年６月
２０日 

Ⅲ困難を抱える子どもの立ち直り等を地域で
支援する 
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平成１８年度政策評価書要旨 

評価実施時期：平成１９年５月 担当部局名：大臣官房人事課 

政策体系上の位置付け 施 策 名 職員の多様性及び能力の確保 
（女性職員の採用・登用の拡大の推進） Ⅶ－14－(4) 

施 策 の 概 要 政策・方針決定過程への男女共同参画の推進は，男女共同参画社会の実現の基盤をなすも

のであり，その実現に寄与するため，法務省における女性職員の採用・登用の拡大を推進す
る。 

施策に関する 

評 価 結 果 の 

概 要 と 達 成 

すべき目標等 

【評価結果の概要】 
指標１について，平成１８年度実施した施策は目標値等の達成に貢献しており，結果７項

目中５項目が達成されている。指標２について，３項目中，平成２２年度の結果で評価すべ
き１項目を除いた２項目が達成されている。指標３については，従来から推し進めてきた超

過勤務の縮減，育児休業取得職員の代替職員の確保等を一層充実させ，また当省が企画実施
している「スマイル子育て応援プラン」に係る取組とも連携することで，職業生活と家庭生

活の両立を図り，勤務しやすい環境づくりに貢献した。以上，指標１及び２を通じて１０項
目中７項目で目標値を達成し，平成２２年度の結果で評価すべき１項目を除くと，８割の項

目で目標値を達成しており，講じた施策はおおむね有効であったと認められる。 
また，目標値等を達成するための手段は，いずれも各種通常業務を遂行する際に工夫・配

慮することにより実施できる，また，実施に係る情報を省内で共有することによって一層効
果を上げられるものであり効率的であると考えられる。 

【達成すべき目標，測定指標，目標期間，測定結果等】 

指標１ 採用者に占める女性の割合 

 ①Ⅰ種，Ⅱ種，Ⅲ種，入国警備官及び検察官：Ⅲ種は36.4％，その他は３割以上又は33％
以上。→Ⅰ種48.3％，Ⅱ種36.2％，Ⅲ種41.8％，入国警備官42.7％，検察官29.9％と

なっており，一部でわずかに目標達成に至らなかったものの，その他は目標を達成した。 
 ②公安庁Ⅰ種：女性の採用に努める。→採用３名中女性は０名であり，目標達成に至らず。 

 ③公安庁Ⅱ種：平成１８年度から平成２２年度までの５年間を通算して，15％を下らない
よう努力するとともに，20％に到達することを目標にする。→平成１８年度は15％であ

り，この時点では目標を達成した。 
指標２ 登用の拡大について 

 ①法務省（公安調査庁を除く）：女性職員の登用の拡大に一層努める。→省全体で意識啓
発や研修への参加，その他省内各組織ごとの取組を推進した結果，目標を達成した。 

 ②公安調査庁：行（一）３・４級の女性の占める割合が全府省の同割合を大きく上回る状
況を維持する。→96％（全府省の同割合は25％）であり，目標を達成した。 

 ③公安調査庁：平成２２年度までに公（二）３・４級の女性の割合を10％。→平成１８年
度は9％であり，この時点では目標達成に至らなかった。 

④公安調査庁：公（二）５・６級の女性の登用の実現，拡大に努める。→1％であり，目標
を達成した。 

指標３ 勤務環境の整備等 
超過勤務の縮減策を含め，仕事の進め方の見直し及び意識の改革を推進する。→上記「評

価結果の概要」記載のとおりの施策を実施し，目標を達成した。 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 関係する施政 

方 針 演 説 等 

内閣の重要政策 

（主なもの） 

男女共同参画基本計画
（閣議決定） 

平成17年12月27
日 

第２部－１－（１）－ア 
 女性国家公務員の採用・登用等の促進 
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